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小中連携による児童生徒のいじめを予防する継続的心理教育
―“サクセスフル・セルフ2010”を用いた実践研究 ―

安藤美華代

　本研究では，A市 B中学校区の小中学校が連携し，小学６年時から中学１年時にわたっ
て心理教育“サクセスフル・セルフ2010”を継続して実践し，その効果に関する検討を行っ
た。対象は，B中学校区の３つの小学校のいずれかで，本プログラムに参加した小学６年生
112名である。小学６年時，翌年中学１年時にプログラムを実施し，小学６年時の介入前後，
中学１年時の介入後の３回，心理行動上の問題や適応に関する自記式調査による評価を行っ
た。その結果，対人暴力，いじめ，衝動性・攻撃性の継続的な減少，学校社会への適応や友
達からの悪い誘いを断る自己効力感の継続的な増加が示された。以上より，小中学校が連携
し継続してサクセスフルセルフ®に取り組むことは，児童生徒の心理行動上の問題を予防し，
心の健康を向上する取り組みになり得ることが示唆された。
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はじめに
　小中学生を対象にした心理教育サクセスフルセル
フ®は，道徳・学級活動などの時間を活用し，週
１回１時限，年間４回を目安に，自己洞察，困難へ
の対処解決，ソーシャルスキルといった方法を用い
て，感情面，認知面，行動面に働きかけることで，
いじめや攻撃行動などの行動上の問題，うつなどの
心理的問題を包括的に予防し，心の健康や社会的適
応が育まれることが報告されている（安藤，2012）。
　児童期から問題を予防し心の健康を育むことは，
その後の健康的な心理社会的発達につながる可能
性が示唆されている（Guerra & Bradshaw, 2008; 
Weisz, Sandler, Durlak & Anton, 2005）。それゆえ，
全ての子ども達にその機会が提供可能な学校教育に
おいて取り組まれることが，推奨されている。また，
問題の予防や心の健康を持続させるには，継続的で
包括的な支援が必要と言われている（International 
Union for Health Promotion and Education, 2009; 
St Leger, Young, Blanchard & Perry 2010）。

　近年では，中学１年生段階の段差，いわゆる中１
ギャップへの対応が危急の課題とされ，小中連携に
よる一貫教育が導入されてきている。小中連携とは，
小・中学校がそれぞれ別々であるとの前提のもと，
教育目標やカリキュラムの共通部分について協働す
る取り組みとされている（文部科学省，2012）。小
中連携の取り組みは，教員の意識の相違など様々な
障壁があるものの，教科教育から生徒指導上の諸問
題への対応まで，幅広く模索され，いくつかの取り
組みでは肯定的な成果が報告されている（文部科学
省，2012）。
　例えば，中学生段階の暴力行為やいじめ等への対
応として，人間力・社会力の育成や自尊感情の向上
を目標とし，小学校と中学校の交流に取り組んでき
た結果，中学生の自尊感情が高まり，暴力行為やい
じめの件数が減少したといった報告がある（文部科
学省，2012）。また，自己表現の不得手，社会経験
の不足，子ども同士の意見の練り合いの少なさを克
服することを目標として，理科，社会科，算数と
いった教科の中で，メール，手紙，ビデオレターを
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利用し広範囲な間接交流，合同遠足や交流授業によ
る同中学校区内の小中学校の直接交流，PTAや教
育委員会との協力に基づく交流活動等を，小学３・
４年生から３年間にわたって継続して取り組んだ報
告もある。この３年間の交流活動後，子ども達の友
達数は増加し，中学進学の不安は緩和し，中学で不
登校になった子は見られなくなったと報告されてい
る（永井，2004）。

　そこで，A市の B中学校区では，小中学校が連
携して“サクセスフル・セルフ”に取り組んだ。今
回は，B中学校区の小学校３校の６年生を中学１年
生までフォローし，２年間の継続実施による変化を
検討することを目的とした。

方法
１．プログラムの評価対象および方法
１）対象および研究デザイン
　対象は，B中学校区の３つの小学校で６年時“サ
クセスフル・セルフ2010”プログラムに参加し，翌
年の中学１年時に B中学校で“サクセスフル・セ
ルフ2010”プログラムに参加し，かつプログラムに
関する評価を行い得た者である。
　小学６年時は，112名（男子55名，女子57名）である。
学校別内訳は，I小学校36名（男子17名，女子19名）（I
群），II小学校51名（男子23名，女子28名）（II群），
III小学校25名（男子15名，女子10名）（III群）であっ
た。中学１年時は， 91名（男子47名，女子44名）で
あった。
　研究デザインは，以下のようである。Oは，調
査時期を示す。Xは，介入時期を示す。

２）プログラムの実施方法
　本プロジェクトは，A市教育委員会の豊かな心
を育むことをねらいとした事業のひとつとして行わ
れた。実施にあたって，年度毎に，本事業に参加し
ている小中学校の担当教員，A市教育委員会担当者，
プログラム開発者（筆者）による，本事業とプログ
ラムのねらいや主旨を共有するための研修と打ち合
わせの会議が，約２時間行われた。また事業初年度
には，B中学校区の教員を対象としたプログラムに
関する講義および演習，学校を超えて各学年団の教

員によるレッスン選定・指導案に関する打ち合わせ
が約４時間30分行われた。
　そして，凡そ１週間に１回，１レッスン１時限の
ペースで，学級担任が主になって，学級単位で，道
徳または学級活動の時間を活用し，年間４レッスン
が行われた。３小学校とも，同じレッスンを実施す
ることとしたが，学校の状況に合わせて，一部異な
るレッスンを行うことが計画された。
　各レッスンの実施前には，教材や実施方法につい
ての打ち合わせが，各学年に所属する教員等によっ
て行われた。さらに，適宜筆者へコンサルテーショ
ンが行われた。また，実施に際して，適宜 B中学
校区の教員，A市教育委員会担当者，プログラム
開発者による参観ならびに検討会が行われた。

３）調査期間
　プログラムおよび評価は，いずれも２学期に実施
された。
　プログラムは，週１回の間隔で実施することを薦
めているが，学校状況に合わせて，１週間に２回か
ら１ヵ月に１回の間隔で行われた。

４）評価方法および内容
　調査は，小学６年のプログラム前後，中学1年の
プログラム後の３回実施された。
　内容は，プログラム開発の土台となった基礎研究
で使用した調査内容のうち，問題行動と有意な関連
が見られたいじめ等の問題行動，学校社会への適応，
衝動性・攻撃性のコントロール，問題行動の誘いを
断る自己効力感，社会性を測定する信頼性・妥当性
が示された尺度または項目（安藤，2007a）を用いた。
　調査は，介入前後の個人の変化を検討するために，
プライバシーの保護に十分配慮した上で，記名式と
した。
　また，プログラム終了後，実践者である学級担任
に対して，実践に関する感想・工夫点について，記
述式アンケートが行われた。

５）分析方法
　まず，ベースライン比較のために，小学６年時の
プログラム前における各尺度或いは項目の平均得点
の比較を２要因の分散分析によって行い，３小学校
間の差，性差，学校と性の交互作用によるグループ
間の差を検討した。
　次に，３小学校での６年時におけるプログラム前
後の各尺度或いは項目の平均得点の変化を比較する
ために，時間２水準（被験者内：介入前，介入後），
小学校３水準（被験者間：I群，II群，III群），性
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２水準（被験者間：男子，女子）を独立変数とし，
反復測定による分散分析を行った。
　さらに，小学６年時の介入前後，中学１年時の介
入後における各尺度或いは項目の平均得点の変化を
検討するために，時間（小６介入前・小６介入後・
中１介入後）と性（男・女）を独立変数として，２
要因の分散分析を行った。
　なお，尺度または項目の得点については，得点が
高いほど，その尺度名または項目名の傾向が強いこ
とを表す。統計的有意水準は，５％とした。統計的
分析は，PASW Statistics19を用いて行った。
　また，実施者のプログラム実践に対する感想を，
評価の補助資料とした。

２．“サクセスフル・セルフ2010”
　“サクセスフル・セルフ”プログラムでは，個別

の活動やグループ活動などを通して，自分を知る方
法，困難への対処解決法，ストレス対処法，コミュ
ニケーションの方法，他者に対する適切な自己主張・
共感・ゆずりあいの方法，葛藤の解決法に関する心
理教育を行う（安藤，2012）。
　各学年におけるレッスンは，心理社会的発達を
考慮し，“サクセスフル・セルフ”に関する先行研
究を参考に構成された（例えば，安藤，2007ab，
2008ab，2010，2012）。いずれの学年においても，
問題への対処解決をねらいとしたレッスンを行っ
た。さらに，小学６年では，自己理解をねらいとし
たレッスン，中学１年ではコミュニケーションを育
むレッスンを行った（安藤，2012）。実施したレッ
スンの概要を Table１に示した。

結果
１．ベースライン分析
　各尺度の項目数，得点範囲，α係数は，Table 2
に示した。
　質問紙調査の各尺度または項目の平均得点におけ
るベースライン比較を行った。その結果，性と学校
の交互作用は，いずれの行動および心理社会的要因
を測定する尺度・項目においても，有意ではなかっ
た。一方，いくつかの尺度あるいは項目の得点で，
有意な性差，学校差が見られた。

　性の主効果は，「社会性」（男子M＝17.07，SD＝
8.77; 女子 M＝22.02，SD＝7.27）［F（1,81）＝7.92，
p<.01］），「真面目な学校生活態度」（男子M＝7.47，
SD＝2.46; 女子 M＝8.58，SD＝2.49）［F（1,104）
＝5.73，p<.05］），「授業中の私語の誘いを断る自己
効力感」（男子M＝1.67，SD＝1.21; 女子M＝2.33, 

SD＝1.16）［F（1,81）＝5.89，p<.05］）で見られ，男
子の方が女子に比べて有意に低かった。また，「授
業中の私語」（男子M＝2.20，SD＝1.29; 女子M＝
1.51，SD＝1.31）［F（1,80）＝6.46，p<.05］），「夜遊び」
（男子M＝.71，SD＝1.16; 女子M＝.19，SD＝.55）［F
（1,81）＝6.70，p<.05］），「器物破壊」（男子M＝0.56，
SD＝1.08; 女子M＝.12，SD＝.33）［F（1,81）＝8.90，
p<.01］）で，男子の方が女子に比べて有意に高かっ
た。
　その他の行動および心理社会的要因を測定する尺
度・項目においては，性の主効果は有意ではなかった。

　学校の主効果は，「間接的いじめ被害」において
見られ［F（2,81）＝5.46，p<.01］，Bonferroni法に
よる多重比較を行ったところ，III群（M＝2.20，
SD＝2.51）の方が I 群（M＝0.72，SD＝1.56），II
群（M＝.77，SD＝1.50）に比べて，有意に高かっ
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た（ps<.05）。
　その他の行動および心理社会的要因を測定する尺
度・項目においては，学校の主効果は有意ではなかっ
た。

２．小学６年時のプログラム前後の検討
　ベースライン比較の結果を考慮し，各尺度・項目
について，時間（介入前・介入後）×性（男子・女
子）×学校（I群・II群・III群）の反復測定によ
る分散分析を行った。なお交互作用，学校間で有意
な差が見られた場合には，Bonferroni法による引
き続きの検定を行った（Table 2）。

　分析の結果，「身体的いじめ加害」において，有
意な２次の交互作用（時間×学校×性）が見られ［F
（2,79）＝3.17，p<.05］，介入前で，III群男子の方が
II群男子より有意に高く（p<.05），さらに III群男
子の方が III群女子より有意に高かった（p<.05）。
III群男子は，介入前から介入後で有意な減少が見
られた（p<.01）。

　「間接的いじめ被害」において，時間×学校の有
意な交互作用が見られ［F（2,79）＝3.25，p<.05］，
III群は，I群（p<.01），II群（p<.05）より介入前
では有意に高かったが，介入前から介入後で有意に
減少し（p<.01），介入後に３群間で有意な差は見ら
れなかった。
　「授業中の私語の誘いを断る自己効力感」におい
ても，時間×学校の有意な交互作用が見られ［F 
（2,79）＝3.73，p<.05］，介入前は学校間で有意な差
は見られなかったが，介入後は II群の方が I群よ
り有意に高かった（p<.01）。

　また「器物破壊」において，時間×性の有意な交
互作用が見られ［F（1,79）＝5.45，p<.05］，男子は
女子より介入前には有意に高かったが（p<.01），介
入前から介入後で有意に減少し（p<.01），介入後は
有意な差が見られなかった。

　さらに，「学校社会への適応」［F（1,104）＝9.12，
p<.01］，「円滑な友達関係」［F（1,104）=13.29，
p<.001，「社会性」［F（1,80）＝14.48，p<.001］にお
いては，時間の主効果が見られ，介入前から介入後
で，有意に増加した。

３ ．小学６年から中学１年時の継続実施による変化
の検討
　小学６年時の介入前後，中学１年時の介入後にお

ける各尺度或いは項目の平均得点の変化について，
時間と性の分散分析を用いて検討を行った（Table 
3）。
　性の主効果は見られたものの，介入前後の変化に
おける性差は見られず，介入前後の変化は，男女と
もに生じていた。そして，時間の主効果は，以下の
要因で見られた。なお，３時期で変化（時間の主効
果）が見られた場合には，Bonferroni法による多
重比較を行った。

　分析の結果，「対人暴力」［F（2, 280）＝8.37，
p<.001］において，小学６年介入前から小学６年介
入後，小学６年介入前から中学１年介入後で，有意
な減少が見られた（Figure 1）。
　「身体的いじめ加害」［F（2, 280）=8.96，p<.001］
において，小学６年介入前から小学６年介入後，小
学６年介入前から中学１年介入後で，有意な減少が
見られた（Figure 2）。
　「言語的いじめ加害」［F（2, 281）＝5.20，p<.01］
において，小学６年介入前から中学１年介入後で有
意な減少が見られた（Figure 3）。
　「身体的いじめ被害」［F（2, 278）=11.00，p<.001］，
小学６年介入前から中学１年介入後，小学６年介入
後から中学１年介入後で，有意な減少が見られた
（Figure 4）。
　「言語的いじめ被害」［F（2, 279）＝7.29，p<.01］
において，小学６年介入前から中学１年介入後，小
学６年介入後から中学１年介入後で，有意な減少が
見られた（Figure 5）。
　「衝動性・攻撃性」［F（2, 301）＝8.19，p<.001］
において，小学６年介入前から中学１年介入後，小
学６年介入後から中学１年介入後で，有意な減少が
見られた（Figure 6）。
　「学校社会への適応」で有意な主効果が見られ［F
（2, 305）＝5.35，p<.001］，小学６年介入前から中学
１年介入後で，有意な増加が見られた（Figure 7）。
　「円滑な友達関係」［F（2, 307）＝4.28，p<.05］に
おいて，小学６年介入前から小学６年介入後，小学
６年介入前から中学１年介入後で，有意な増加が見
られた（Figure 8）。
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　「真面目な学校生活態度」において［F（2, 305）＝
4.19，p<.05］，小学６年介入前から中学１年介入後
で，有意な増加が見られた（Figure 9）。
　「いじめの誘いを断る自己効力感」［F（2, 280）＝
7.03，p<.01］において，小学６年介入前から中学
１年介入後，小学６年介入後から中学１年介入後で，
有意な増加が見られた（Figure 10）。
　「器物破壊を断る自己効力感」［F（2, 280）＝5.66，

p<.01］において，小学６年介入後から中学１年介
入後で有意な増加が見られた（Figure 11）。
　「対人暴力を断る自己効力感」［F（2, 280）＝
12.82，p<.001］において，小学６年介入前から中
学１年介入後，小学６年介入後から中学１年介入後
で，有意な増加が見られた（Figure 12）
　「社会性」［F（2, 277）＝3.32，p<.05］において，
小学６年介入前から小学６年介入後で，有意な増加
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が見られた（Figure 13）。
　その他の行動および心理社会的要因を測定する尺
度・項目においては，時間の主効果，時間×性の交
互作用は有意ではなかった。
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・
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４．実践者の感想
　小学６年時の実践者からは，「子どもが自分を客
観的に振り返り，スキルを意識しながらこれから起
こり得ることを想像するよい機会になった」，「子ど
もの意外な一面にふれることができた」など実践者
による肯定的な発見が述べられた。
　また，この機会をその後の学校生活につなげる取
り組みも報告された。
　さらに，小６時の実践者ならびに関係者が，中学
での継続実施の必要性を感じ，B中学校へ実践継続
を積極的に提案したことが，中学での実践へつなげ
ることを可能にした。

考察
　同じ中学校区の３つの小学校と中学校が連携し，
これまでの実践研究から心理行動上の問題を予防す
る可能性が報告されている心理教育“サクセスフル・
セルフ”を，小学６年時に実施した。この子ども達
を対象に，翌年の中学１年時にも継続して学級担任
主体の取り組みとして，学級単位で実施した。

　事前研修によるプログラムへの学校全体の共通理
解，レッスン前の教員間の打ち合わせ，コンサルテー
ションを行うことで，いずれの学級においても，計
画通りに実施可能であった。

　実施前の小学６年時における心理社会的要因の性
差の検討から，女子に比べて男子の方が，学校生活
態度や社会性が低く，外在型の行動を多く行ってい
ることが示された。学校差については検討したほと
んどの要因で有意差は示されなかったものの，無視
されたり，仲間はずれにされたりする「間接的いじ
めを受けた経験」では学校差が示された。これらよ
り，性差への考慮，いじめについて学校差への配慮
の必要性が示唆された。
　そして，小学６年時における３校の介入前後の検
討を性の要因を考慮して行った。ベースライン比較
で性差が見られた要因のうち，男子において，「授
業中の私語の誘いを断る自己効力感」の有意な増加，
「器物破壊」での有意な減少が見られ，いずれも介
入後には有意な性差は見られなかった。また，学校
間で有意な差が見られた「間接的いじめ被害」は，
介入前に高値を示した群が介入後に減少し，介入後
には３校で有意な差は見られなかった。さらに，ベー
スラインで性差が見られた「社会性」や「学校社会
への適応」は，介入後に男女とも有意な増加が見ら
れた。これらより，本介入は，深刻な状況にあった
男子の行動上の問題の軽減，男女の社会性の向上に

つながる可能性が示唆され，男女に同じプログラム
を学級で実施することは可能であると考えられた。
　続いて，小学６年介入前，小学６年介入後，中学
１年介入後に，対象者の心理社会的要因および行動
要因の変化について検討した。その結果，対人暴力
やいじめといった攻撃行動，衝動性・攻撃性の継続
的な減少，学校社会への適応や友達からの悪い誘い
を断る自己効力感の継続的な増加，社会性の維持が
見られた。プログラムは，参加者にとって何らかの
肯定的体験になったことが示された。
　小学６年生から中学１年生にかけて，心理行動上
の問題を予防し心の健康を育むことをねらいとした
心理教育“サクセスフル・セルフ2010”を，同じ中
学校区の小学校と中学校が連携し，継続して行うこ
とは，心理行動上の問題の予防に留まらず，心理社
会的適応の向上につながる可能性が示唆された。

　“サクセスフル・セルフ”を実践しているあるい
は実践を計画している教員50名のアンケート調査か
ら，集中力，道徳性，攻撃性・衝動性のコントロー
ル，勤勉さ，ストレス対処，社会性，自己肯定感，
他者尊重，規範意識が，児童生徒に不足していると
教員は感じており，生徒指導上の諸問題に対して予
防・対処したいという教員の熱意や課題意識が，本
取り組みにつながっていた。
　また，“サクセスフル・セルフ” に取り組む障壁
として，実施できる授業時間や活動時間の確保の困
難さ，研修を受ける機会が少なくやり方がわからな
いといったことが挙げられた。しかしながら障壁へ
の対策として，学年を中心とする教員間での検討会，
開発者へのコンサルテーション，学校・教育委員会・
大学の連携が行われていた。

　児童期・青年期の健康・適応上の問題に焦点をあ
てた学校での予防教育プログラムのうち，感情面，
認知面，行動面に肯定的変化が見られた取り組みで
は，学級担任による児童生徒への教育活動に加え
て，養護教諭，栄養教諭，スクールカウンセラー，
学校医などによる児童生徒への働きかけも行われて
いた。また，学校内での取り組みに留まらず，家
庭，地域，大学などと連携して行われていた（安
藤，2007ab，2008ab，2010，2012;木原，2008;宮﨑，
2004；永井，2004;高宮・針谷・加地・大波・佐藤・
田中　他，2007）。

　このような点も踏まえると，中学校区での取り組
みを小中学校が連携し継続して行っていくには，ま
ず今回の取り組みで行ったように授業時間への明確
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な位置づけが重要だと考えられた。また，研修会を
さらに充実させ，学校間，学校内，学年内などでの
様々な連携が必要だと考えられた。実践に際しては，
担任を中心に，学年の他の教員，養護教諭やスクー
ルカウンセラーとの連携も必要だと考えられた。さ
らに保護者や地域との連携をすすめていく必要があ
ると考えられた。

まとめ
　中学校区における小中連携の取り組みとして，１
つの中学校区の３小学校と１中学校が連携し，児童
生徒を対象に，学級単位で，心理行動上の問題を予
防する心理教育“サクセスフル・セルフ2010”を行っ
た。
　介入前後の行動および心理社会的要因の検討か
ら，いじめの減少，友達の悪い誘いを断る自己効力
感の増加，学校社会への適応の増加が見られた。
　これらより，“サクセスフル・セルフ”の実施は
子ども達の心理行動上の問題を予防し，心の健康を
育み得る可能性があると示唆された。また，小中学
校が連携して，継続して実施することが，問題を予
防し心の健康を維持させるのに重要である可能性が
示唆された。
　持続可能な心理教育となるためには，実施のあり
方や連携の充実などについて，さらなる検討が必要
であると考えられた。
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